






















Tatjana Hörnle, Sexuelle Selbstbestimmung: Bedeutung, Voraussetzungen 
und kriminalpolitische Forderungen, ZStW 127, 2016, S. 851 ff.






ツ法務省による改正案が公表されている （Referentenentwurf des Bundesministeriums der Justiz 
und für Verbraucherschutz, http://www.bmjv.de/SharedDocs/Gesetzgebungsverfahren/
Dokumente/RefE_SchutzSexuelleSelbstbestimmung.pdf;jsessionid=B33DE24387561B8960E






















































る行動の自由の原則からも導かれる（基本法 2 条 1 項参照）。伝統的な考え方で
は、宗教的に基礎づけられた信条や、客観的・存在論的に確信された価値を保護
することも、国家の 1 つのあるいは中心的な役割とさえ考えられていたが、こう
し た 理 解 に 変 化 が 生 じ た こ と に よ り、 自 己 決 定 こ そ が 中 心 的 な 組 織 原 理
（Organizationsprinzip）となるに至ったのである。
　ここで重要なのは、具体的な決定や行為がいかなる条件のもとで















（ 4 ）　Knut Amelung, Irrtum und Täuschung als Grundlage von Willensmängeln bei der 
Einwilligung des Verletzten, 1998, S. 42. 





















































的自己決定の権利の侵害自体を根拠に当罰性を認めることができる（後述 2 ．c 参
照）。























































































（ 6 ）　John Stuart Mill, On Liberty, in: On Liberty and Other Essays, 1991, S. 106 f.〔本書の
翻訳として、J．S．ミル（塩尻公明・木村健康訳）『自由論』（岩波書店、1971年）193頁以
下〕









































































（ 7 ）　Joachim Renzikowski, in: MK, 2. Aufl., 2012, § 179 Rn. 30; Jörg Eisele, in: Schönke/
Schröder, 29. Aufl., 2014, § 179 Rn. 6a; Klaus Laubenthal, Handbuch Sexualstraftaten, 
2012, Rn. 312.



















































































































（ 9 ）　菊地一樹「刑法における性的自律の保護（ 1 ）（ 2 ・完）」早稲田大学大学院法研論集
158号81頁以下、159号149頁以下（2016年）参照。











































（13）　なお、高松高判昭和47年 9 月29日高刑集25巻 4 号425頁は、商店の経営者が万引きをし
た女性に対して、警察に通報しない代わりに性的行為に応じることを迫ったという事案で、
強姦罪の成立を認めている。
210　　早法 92 巻 2 号（2017）
通説的見解にも再考の余地があることになろう。
　本論文で問題とされたような、「告訴しないこと」や「退学の阻止」をいわば
エサにして、性的接触を「提案」する行為は、他人の窮状に乗じている点で道徳
的に問題があるのみならず、告訴・大学教育制度との関係で不当ないし違法性を
有していることは否定できない。告訴権を、性的接触を持ちかけるための取引手
段として利用することは、明らかに告訴制度の趣旨に反しているし、性的接触に
応じたものを成績上有利に取り扱うことは、公正な成績評価に対する信頼を完全
に害してしまうであろう。しかし、問題は、こうした制度への攻撃を根拠に、法
益主体の同意を無効とし、個人的法益である性的自己決定の侵害がなされたと評
価することが許されるかどうかである。ヘルンレが指摘するように、「提案」に
より与えられた状況改善のチャンスを掴むかどうかが、まさに本人の積極的自由
に属するとすれば、同意の有効性を安易に否定することには慎重であるべきとい
うことになろう。これに対して、そのような「提案」を持ちかけること自体が、
意思の形成過程に対する不当な干渉であると評価することが許されるならば、同
意の有効性が否定されると考える余地もなお残されるように思われる。
　以上のように、相互作用や答責性を適切に考慮する発想に立つとしても、答責
性の具体的な割り当て方や、その基準・要件については議論の余地を多く残して
いる。また、個別の事案における実際の評価に際しても困難が伴うであろう。し
かし、これらの課題と向き合うことは、刑法におけるパターナリスティクな干渉
を限界づけるためにも必要不可欠であり、今後さらに議論を継続していく必要が
あるものと思われる。
